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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移
 

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 127,531 117,438 114,213 112,675 113,187

経常利益 (百万円) 746 827 776 466 586

親会社株主に帰属する当

期純利益
(百万円) 459 826 679 929 742

包括利益 (百万円) 527 1,000 583 1,037 770

純資産額 (百万円) 6,588 7,341 7,830 8,772 9,447

総資産額 (百万円) 21,205 21,311 21,220 22,426 21,779

１株当たり純資産額 （円） 2,091.99 2,331.41 2,486.79 2,785.81 3,000.64

１株当たり当期純利益 （円） 145.93 262.46 215.71 295.14 235.92

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 31.1 34.4 36.9 39.1 43.4

自己資本利益率 （％） 7.0 11.9 9.0 11.2 8.2

株価収益率 （倍） 8.6 5.9 5.6 4.2 5.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 328 2,818 △1,087 167 2,244

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △31 △354 △777 △868 △708

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △640 △1,404 498 368 △1,448

現金及び現金同等物の期

末残高
(百万円) 2,618 3,678 2,312 1,978 2,066

従業員数
（名）

279 271 276 265 268

[外、平均臨時雇用者数] [106] [112] [130] [137] [141]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第68期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移
 

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 113,594 112,241 109,544 106,608 106,343

経常利益 (百万円) 551 819 724 387 522

当期純利益 (百万円) 474 823 628 851 702

資本金 (百万円) 2,628 2,628 2,628 2,628 2,628

発行済株式総数 (株) 31,622,740 31,622,740 31,622,740 31,622,740 3,162,274

純資産額 (百万円) 6,311 6,995 7,430 8,275 8,877

総資産額 (百万円) 20,371 20,447 20,276 21,339 20,546

１株当たり純資産額 （円） 2,004.03 2,221.52 2,359.71 2,628.54 2,819.66

１株当たり配当額 （円） 3.00 3.00 3.00 3.00 30.00

(内１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 150.76 261.35 199.54 270.56 223.22

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 31.0 34.2 36.6 38.8 43.2

自己資本利益率 （％） 7.8 12.4 8.7 10.8 8.2

株価収益率 （倍） 8.3 5.9 6.0 4.6 5.4

配当性向 （％） 19.9 11.5 15.0 11.1 13.4

従業員数 （名） 207 198 199 192 190

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第68期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【沿革】

昭和22年10月 水産物売買及び販売の受託を目的とし、資本金300万円をもって東京都公認の複数制卸売機関の一会

社として設立

昭和23年４月 東京都足立区に千住支所（現千住支社）を開設

昭和25年５月 水産物の統制撤廃に伴い、中央卸売市場法に基づき、東京都指定水産物卸売人として許可を受ける

昭和37年12月 東京証券取引所市場第２部に株式を公開上場

昭和46年７月 卸売市場法の施行に伴い農林大臣許可の水産物卸売業者となる

昭和47年２月 船橋市に関連卸売会社船橋水産株式会社を設立

昭和50年５月 成田市に関連卸売会社成田魚市場株式会社を設立（平成16年３月当社と合併）

平成７年８月 株式会社大田合水の全株式を取得し子会社とする（平成８年７月解散）

平成８年８月 株式会社大田合水より営業の譲受により、大田市場に大田支社を開設

平成16年３月 成田魚市場株式会社との合併により、成田市公設市場に成田支社を開設

平成16年12月 株式交換により、船橋水産株式会社が完全子会社となる（平成24年３月解散、平成25年２月清算）

平成24年４月 船橋水産株式会社より船橋魚市株式会社（中央魚類株式会社と共同出資により平成24年１月設立）へ

営業を譲渡
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３【事業の内容】

　当社は、マルハニチロ㈱を親会社とするマルハニチログループに属しております。同時に、当社グループは、当社、

子会社３社及び関連会社２社（平成30年３月31日現在）で構成され、水産物の卸売業並びに水産物の加工及び販売を主

な事業内容として、更に各事業に関連する物流事業を行っております。

　当社グループの事業に係る位置づけ及びセグメントとの関連は次の通りであります。

水産物卸売
当社と関連会社船橋魚市㈱及び㈱船橋魚類が携わっており、互いに商品の一部を売買してお

ります。また、子会社大都サービス㈱は水産物の荷役業務を行っております。

 不動産賃貸 当社と子会社㈱築地フレッシュ丸都が行っております。

 水産物その他

子会社丸都冷蔵㈱は水産物の冷蔵・加工及び販売を主な事業とし、子会社㈱築地フレッシュ

丸都は水産物の加工・販売を営み、それぞれ製品・商品の一部について当社と売買を行って

おります。

　なお、セグメント情報における報告セグメントは、上記「水産物卸売」、「不動産賃貸」及び「水産物その他」であ

ります。

 　事業の系統図は次の通りであります。

 

連結子会社、非連結子会社及び関連会社は次の通りであります。

 連結子会社　　　　　　　　　丸都冷蔵㈱　　　　　　水産物の冷蔵・加工及び販売

 　　　　　　　　　　　　㈱築地フレッシュ丸都　水産物の加工及び販売

 非連結子会社　　　　　　　　大都サービス㈱　　　　水産物の荷役作業

 持分法適用関連会社　　　　　船橋魚市㈱　　　　　　水産物卸売業

 持分法非適用関連会社　　　　㈱船橋魚類　　　　　　水産物卸売業
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４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金
又　は
出資金
（百万円）

主要な
事業の
内　容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割
合(％)

被所有割
合(％)

（親会社）       

マルハニチロ㈱
東京都

江東区
20,000 水産業 0.0

50.5

(17.7)
当社と商品の売買を行っております。

（連結子会社）       

丸都冷蔵㈱
青森県

八戸市
15

水産物

その他
100.0 0.0

当社と製・商品の売買を行っております。

当社が運転資金を貸付けております。

当社役員の兼任　４名

㈱築地フレッシュ丸都
東京都

中央区
10

水産物

その他
100.0 0.0

当社と製・商品の売買を行っております。

当社が運転資金を貸付けております。

当社が設備を賃貸しております。

当社役員の兼任　２名

（持分法適用関連会社）       

船橋魚市㈱
千葉県

船橋市
100

水産物

卸売業
50.0 0.0

当社と商品の売買を行っております。

当社役員の兼任　１名

　（注）１．連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、報告セグメントの名称を記載しております。

２．「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有の割合であります。

３．特定子会社はありません。

４．マルハニチロ㈱は、有価証券報告書の提出会社であります。

 

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

水産物卸売 190  （    26）

不動産賃貸 －  （ 　 －）

水産物その他 78  （   115）

合計 268  （   141）

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。

２．「従業員数」欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

(2）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

190 44.0 19.0 7,241

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．提出会社の従業員は、全員「水産物卸売」のセグメントに含めております。

(3）労働組合の状況

　提出会社の労働組合は大都魚類労働組合と称し、平成30年３月31日現在組合員数は73名であり、上部団体には加

盟しておりません。すべての連結子会社においては、労働組合は結成されておりません。また、労使関係は安定し

ております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、中央卸売市場の卸売業者である当社並びに水産物加工販売を営む丸都冷蔵㈱、㈱築地フレッ

シュ丸都の二つの業態に大別されますが、業容の中心は卸売業であります。

当社は、東京都中央卸売市場の水産物卸売会社であり、私企業ではありますが、水産物の安定供給という公共的

な側面を持った企業であります。卸売市場システムは、生鮮食品流通の根幹ですが、その中枢的役割を担っている

のが卸売業者であり、市場は卸売業者に対する信頼によって支えられているといっても過言ではありません。しか

しながら、近年の水産業の構造変化と流通の多様化は、卸売業者間に厳しい競争を強いるとともに、近隣市場間の

競合、業態及びチャネルを超えた競争を加速させております。

当社は、平成24年度を「大都グループリセットの年」との位置づけで経営改善に取り組み、以降当年度に亘り継

続的にその効果を生み出すことができました。今後も経営体質の強化を図り、適正な収益の確保に努め、信頼され

る卸売業者としての地歩を固めるとともに、市場による流通システムの維持拡大を目指し、水産物の安定供給に資

することを基本方針といたします。併せて当社グループでは「地域や環境に十分配慮した健全な事業活動」を通じ

て、食の「安全・安心」を提供することを旨とし、社会に貢献することを経営理念としております。

健全で信頼される企業経営のために、公正であり、常に透明性を確保し、グループ会社を含めたガバナンスが着

実に実行される企業を目指し、業績向上に一層努力を傾注していく所存であります。

 

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

当社グループは、創業70年の継承すべき良き伝統を活かしつつ、時代と環境に適応する変革により、また、マル

ハニチログループも含めたネットワークを活かすことにより、収益力の強化、財務体質の強化を目指してまいりま

す。

具体的には、集荷・販売強化のための営業力強化、企業の根幹である人材の育成とその活用、収益改善をサポー

トするための経費削減といった課題に対処するために各種委員会等にて活動を進めています。

また、卸売市場を取り巻く環境変化に適応し、業務の効率化と最適化を実現するため、平成28年９月に導入を完

了した新業務システムの活用を図り、情報化推進を一層強化してまいります。本年10月に予定されている豊洲新市

場への移転並びに数年内に施行が見込まれる卸売市場法の改正につきましても、関係各所との協議を踏まえつつ、

グループ内連携の強化と情報化推進等の業務基盤の強化により適切に対処してまいる所存です。

企業として基本であるコンプライアンス、食の「安全・安心」等のための品質管理については、組織並びに委員

会活動等を通じて引き続き強化推進し、ISO22000等の認証取得活動にも取り組んでまいります。

また当社は、監査等委員会設置会社としての機能及び実効性向上等により、引き続き経営の監査・監督機能の強

化とコーポレートガバナンス体制の一層の強化を図り、より透明性の高い経営の実現を目指してまいります。

（３）経営者の問題認識と今後の方針について

上記の経営上の諸課題に取り組み、現実になりつつある水産流通を取り巻く大きな環境変化への対応策を検討

し、これらを実現する上で最適な、当社グループのあり方、支社・関係会社の活用等を、グループ経営の大きな課

題と捉えて対処します。

　　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

２【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のある重要なリスクは以下の通りであります。

(1) 法的な規制について

　当社及び関連会社の船橋魚市㈱は、水産物卸売業者としての許可を農林水産大臣から受けており、また、主要事

業である水産物卸売業は、卸売市場法及びその関連条例等の規制を受けております。関連法規等の規制を遵守でき

なかった場合、改善命令・許可の取消等の行政指導を受けることがあります。

　なお、築地市場移転が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 売掛債権及び貸付金等の貸倒れについて

　当社グループでは、売掛債権及び貸付金等の貸倒れリスクについては、与信管理の徹底を図ることでその防止に

努めております。しかし、消費の低迷や市場外流通の増加の影響等から、売掛債権及び貸付金等について貸倒れリ

スクが高まる可能性があります。

(3) 基幹コンピュータシステムの障害について

　当社グループ会社間は、外部データセンターを利用したオンラインシステムで結ばれており、メインテナンスや

セキュリティには万全の注意を払い管理を行っておりますが、外部要因も含めてこれらのシステムに障害が発生し

た場合は、当社グループ全体の事業経営に多大な影響を及ぼす可能性があります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、日銀の金融緩和策や政府による経済政策の継続等を背景に、企業収益

や雇用・所得環境の改善等から緩やかな回復基調で推移しました。世界的にも、米国現政権の政策運営の不確実性

や、不安定な国際情勢等の要素はあるものの、米国を中心に全般的には景気は回復傾向で推移しました。

　しかしながら国内における人手不足の顕著化、米国の保護貿易主義姿勢や北朝鮮ほか世界の複数地域での地政学

的リスクへの懸念等から、景気の先行につきましては依然として留意が必要な状況が続いております。

　食品流通業界におきましても、個人消費の一定の回復傾向はみられたものの、水産物においては主要魚種の漁獲

が低迷し、過去にない魚価の高止まりと物流コスト等の上昇が続くなか、消費には低価格志向と多様化が続いてお

り、依然として厳しい経営環境となっております。

　こうした環境の中、当社グループの当連結会計年度の経営成績は、主要水産物の単価高を主要因として、売

上高は前年同期に比べ（以下同じ）0.5％増収の1,131億87百万円となり、システム費用の軽減等により販売費及び

一般管理費が減少したことにより、営業利益は30.3％増益の５億54百万円、経常利益は25.8％増益の５億86百万円

となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、市街地再開発事業に伴う家賃地代減収補償等の特別利益を計

上したものの、繰延税金資産の回収可能性見直しを行った前年に比べ法人税等が増加したこと等により、20.1％減

益の７億42百万円となりました。

 

当連結会計年度における事業別の概況は、次のとおりであります。

　　　[水産物卸売]

　主要取扱品目の単価は上昇したものの取扱数量が減少したこと等により、売上高は0.5％減収の1,049億21百万円

となりましたが、システム費用の軽減等により販売費及び一般管理費が減少したことにより、セグメント利益は

60.2％増益の３億52百万円となりました。

　　　[不動産賃貸]

　新規賃貸マンションが平成29年11月より稼働を開始しましたが市街地再開発事業の対象地区にある既存物件の空

室増加により、売上高は３億31百万円と4.9％の減収となり、セグメント利益は１億50百万円と3.2％の減益となり

ました。

　　　[水産物その他]

　主要水産物の単価高と新規顧客の取扱い伸長等により、売上高は79億34百万円と15.6％の増収となり、セグメン

ト利益は52百万円と3.4％の増益となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローはたな卸資産

及び売上債権の減少並びに市街地再開発事業に伴う家賃地代減収補償等により、22億44百万円の収入（前連結会計

年度は１億67百万円の収入）となりました。

　また、投資活動によるキャッシュ・フローは老朽社宅の建て直し等により、７億８百万円の支出（前連結会計年

度は８億68百万円の支出）となり、財務活動によるキャッシュ・フローは短期借入金の減少等により、14億48百万

円の支出（前連結会計年度は３億68百万円の収入）となりました。

　この結果、現金及び現金同等物期末残高は87百万円増加し、20億66百万円となりました。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 種類別 数量（トン） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

 受託品 25,644 97.8 21,971 97.6

水産物卸売 買付品 79,933 94.3 76,996 98.8

 小計 105,578 95.1 98,968 98.5

不動産賃貸  － － － －

水産物その他  － － 7,262 107.8

合計 105,578 95.1 106,231 99.1

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．本表における仕入高は、水産物卸売業の受託品については販売高から販売手数料を控除した金額を、水

産物卸売業の買付品及び水産物その他事業については仕入金額を計上しております。

EDINET提出書類

大都魚類株式会社(E02575)

有価証券報告書

 7/56



３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

ｂ．販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 種類別 数量（トン） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

 受託品 25,644 97.8 23,249 97.6

水産物卸売 買付品 81,026 95.5 81,672 100.0

 小計 106,670 96.1 104,921 99.5

不動産賃貸  － － 331 95.1

水産物その他  － － 7,934 115.6

合計 106,670 96.1 113,187 100.5

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える

見積りを必要とします。これらの見積りについては、過去の実績や現在の状況等を勘案し合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1) 連

結財務諸表　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載のとおりであります。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの売上高は、主力である水産物卸売事業において、鮮魚・冷凍魚を中心に魚価の高止まりにより取

扱数量が伸び悩み、また利益重視の効率的な販売方針もあり売上数量が減少し、前連結会計年度と比べ（以下同

じ）0.5％の減収となりましたが、水産物その他事業において、主要水産物の単価高と新規顧客の取扱い伸長等に

より15.6％の増収となり、全体では0.5％増収の1,131億87百万円となりました。

　利益面は、仕入コストの増加等により売上総利益が1.5％減少したものの、システム費用の軽減等により販売費

及び一般管理費が3.7％減少し、営業利益は30.3％増益の５億54百万円となりました。

　なお、セグメント別の業績については、「(1）経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成績の状況」をご

参照ください。

 

　当連結会計年度における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ（以下同じ）、売上債権やたな卸資産等が減少したこと

により、６億46百万円減の217億79百万円となりました。

　有利子負債は13億52百万円減の58億94百万円となりました。純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上

等により、６億74百万円増の94億47百万円となり、自己資本比率は43.4％（前連結会計年度末39.1％）となりまし

た。

　なお、キャッシュ・フローの状況については、「(1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」

をご参照ください。

 

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、当社グループの資金政策として、グループの資金調達

を当社に集約することによって効率化を図っております。また、内部留保の充実等により、有利子負債の圧縮を目

指しております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資総額は６億54百万円であり、セグメントごとに示すと、次の通りであります。

水産物卸売

　設備投資は、建物・工具器具備品の16百万円であり、活魚水槽、事務所設備の更新等であります。また、重要な設

備の除却、売却等はありません。

不動産賃貸

　設備投資は、建物・構築物等の４億80百万円であり、賃貸用マンションの新設であります。また、市街地再開発事

業に伴い賃貸用マンションを明け渡し、再開発後の賃貸用マンションの取得権利を確保しております。

水産物その他

　設備投資は、建物・機械装置・工具器具備品等の１億57百万円であり、既存建物の改修、生産設備の更新等であり

ます。また、重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

平成30年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社他

（東京都中央区他）
水産物卸売 販売設備 184 5

920

(1,200)
390 1,501 190

麻布ウェストビル他

（東京都港区他）
不動産賃貸 賃貸設備他 2,091 20

1,679

(8,167)

[3,192]

327 4,118 －

　（注）１．土地欄の［外書］は、借用面積であります。

２．帳簿価額「その他」は、工具器具備品、リース資産及び建設仮勘定であります。

３．上記のほか、リース契約による賃借設備があります。

 

(2）国内子会社

平成30年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

丸都冷蔵㈱

（青森県八戸市）
水産物その他 生産設備 104 24

56

(9,861)
0 186 18

㈱築地フレッシュ丸都

（東京都中央区他）

水産物その他

不動産賃貸
生産設備他 24 74 － 28 127 60

　（注）１．帳簿価額「その他」は、工具器具備品であります。

２．提出会社は、㈱築地フレッシュ丸都に水産物加工設備他450百万円を賃貸しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

（注） 平成29年６月23日開催の第71期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合

で株式併合を行っております。これにより、発行可能株式総数は90,000,000株減少し、10,000,000株となってお

ります。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,162,274 3,162,274
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 3,162,274 3,162,274 － －

（注）１．平成29年６月23日開催の第71期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株

の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は28,460,466株減少し、3,162,274株

となっております。

２．平成29年６月23日開催の第71期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年10月１日

（注）
△28,460,466 3,162,274 － 2,628 － 1,627

 （注） 株式併合（10：１）によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 17 47 9 2 1,826 1,907 －

所有株式数

（単元）
－ 1,718 633 16,750 76 11 12,320 31,508 11,474

所有株式数の

割合（％）
－ 5.45 2.01 53.16 0.24 0.03 39.10 100.00 －

　（注）１．自己株式13,897株は、「個人その他」に138単元、「単元未満株式の状況」に97株含まれております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。

（６）【大株主の状況】
 

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

マルハニチロ㈱ 東京都江東区豊洲三丁目２番20号 1,029 32.69

大洋エーアンドエフ㈱ 東京都中央区豊海町４番５号 125 3.97

神港魚類㈱ 兵庫県神戸市兵庫区中之島一丁目１番１号 100 3.18

㈱マルハニチロ物流 東京都中央区豊海町14番17号 90 2.86

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 88 2.82

九州魚市㈱ 福岡県北九州市小倉北区西港町94番地９ 80 2.54

早乙女　修司 栃木県小山市 41 1.33

九州中央魚市㈱ 熊本県熊本市西区八島町726番地２ 40 1.27

日本サイロ㈱ 千葉県千葉市美浜区新港３番地２ 40 1.27

広洋水産㈱ 北海道白糠郡白糠町庶路甲区６番584号 40 1.27

計 ― 1,674 53.19

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　  13,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,137,000 31,370 －

単元未満株式 普通株式　　 11,474 － －

発行済株式総数 　　　　　3,162,274 － －

総株主の議決権 － 31,370 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）含

まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、自己保有株式が97株含まれております。

３．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は28,460,466株減少し、3,162,274株となっております。
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②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する所
有株式数の割合（％）

（自己保有株式）

大都魚類株式会社

東京都中央区築地

五丁目２番１号
13,800 － 13,800 0.44

計 － 13,800 － 13,800 0.44

 （注） 平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

 

２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
 
（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成29年10月30日）での決議状況

（取得日 平成29年10月30日）
58

買取単価に買取対象の株

式の終値を乗じた金額

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 58 73,080

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

（注）１．平成29年10月１日付の株式併合により生じた１株に満たない端数の処理につき、会社法第235条第２項、第

234条第４項及び第５項の規定に基づく自己株式の買取りを行ったものです。

２．買取単価は、買取日の株式会社東京証券取引所における当社株式の終値であります。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 62 76,682

当期間における取得自己株式 － －

（注）１．平成29年６月23日開催の第71期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の

割合で株式併合を行っております。当事業年度における取得自己株式62株はすべて株式併合後のものであり

ます。

２．当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

そ　の　他　（株式併合による減少） 123,996 － － －

保有自己株式数 13,897 － 13,897 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益配分は重要な基本政策の一つであると認識しており、業績に対応した配当を行うことを

基本としつつ、企業体質の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実に努めております。
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　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　期末配当についての剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

　当期の配当につきましては、当期の経営成績は前年対比減益となりましたが、配当額の安定性・継続性重視の観点

から、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成30年６月26日

定時株主総会決議
94 30.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円） 169 187 168 131
1,275

（137）

最低（円） 93 107 102 101
1,170

（115）

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第72期の株価について

は株式併合後の最高・最低株価を記載し、(　)内に株式併合前の最高・最低株価を記載しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,260 1,251 1,244 1,270 1,262 1,275

最低（円） 1,220 1,200 1,215 1,232 1,170 1,201

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

５【役員の状況】

男性13名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

取締役社長
 網野　裕美 昭和31年１月28日

平成15年４月

平成20年４月

 
平成21年６月

平成28年６月

平成29年６月

マルハ㈱ 水産第三部長

㈱マルハニチロ水産 取締役

管理部長

神港魚類㈱ 代表取締役社長

当社取締役副社長

当社代表取締役、取締役社長

（現職）

（注）３ 500

専務取締役  清水　　久 昭和31年３月22日

平成20年４月 ㈱マルハニチロ水産 水産第

四部長

（注）３ 500

平成22年４月 当社執行役員特種部長

平成23年５月

 
平成23年６月

平成25年４月

平成27年６月

大都サービス㈱ 代表取締役

社長（現職）

当社取締役特種部長

当社常務取締役

当社専務取締役（現職）

常務取締役  宮澤　栄三 昭和31年３月６日

平成17年４月

平成20年４月

 
平成24年４月

平成25年４月

平成25年６月

平成27年６月

マルハ㈱ 財務部長

㈱マルハニチロホールディン

グス 経営管理部長

当社執行役員経理部長

当社執行役員総務部長

当社取締役総務部長

当社常務取締役（現職）

（注）３ 500
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 鮮魚特種部長 鉛山　茂久 昭和32年４月１日

昭和55年４月 当社入社

（注）３ 500

平成20年４月 当社鮮魚部長

平成22年４月 当社執行役員鮮魚部長

平成25年４月

平成25年６月

当社執行役員鮮魚特種部長

当社取締役鮮魚特種部長

（現職）

取締役 計算部長 木谷　昌宏 昭和31年１月２日

平成23年４月

 
平成24年６月

平成24年６月

平成26年６月

㈱マルハニチロ水産 増養殖

事業部部長役

当社顧問

当社社外監査役

当社取締役計算部長

（現職）

（注）３ 500

取締役
塩干加工品部

長
宮田　昭彦 昭和34年９月22日

昭和57年４月

平成18年４月

平成22年４月

平成24年４月

平成26年６月

平成29年６月

平成30年４月

当社入社

当社冷凍第一部長

当社執行役員冷凍第一部長

当社執行役員冷凍第二部長

当社取締役冷凍第二部長

当社取締役日配塩干部長

当社取締役塩干加工品部長

（現職）

（注）３ 500

取締役

総務部長兼新

市場移転準備

室長

前安井　裕 昭和31年１月３日

平成15年４月

平成20年４月

平成25年４月

平成27年４月

 
平成29年６月

当社入社

当社海外室長

当社執行役員海外室長

当社執行役員総務部長兼新

市場移転準備室長

当社取締役総務部長兼新市

場移転準備室長（現職）

（注）３ 500

取締役 冷凍第二部長 大野　哲 昭和34年２月25日

平成26年４月

 
平成28年４月

 
平成29年６月

 

マルハニチロ㈱ 水産第三部

長

当社執行役員冷凍第二部海

老担当部長

当社取締役冷凍第二部長

（現職）

（注）３ 500

取締役 冷凍第一部長 橋本　等 昭和36年７月31日

平成２年４月

平成24年４月

平成27年４月

平成29年６月

 

当社入社

当社冷凍第一部長

当社執行役員冷凍第一部長

当社取締役冷凍第一部長

（現職）

（注）３ 500

取締役 マグロ部長 珍田　馨 昭和34年８月１日

昭和58年４月

平成23年４月

平成25年４月

平成28年４月

平成30年６月

当社入社

当社マグロ部副部長

当社マグロ部長

当社執行役員マグロ部長

当社取締役マグロ部長（現

職）

（注）３ 500

取締役

（監査等委

員）

 毛利　任宏 昭和32年８月５日

平成24年４月

 
平成26年４月

 
平成26年11月

平成30年４月

平成30年６月

㈱マルハニチロ食品 管理部

長

マルハニチロ㈱ ロジスティ

クス部長

同社リスク管理統括部長

当社顧問

当社取締役（監査等委員）

（現職）

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委

員）

 河村　雅博 昭和24年８月19日

昭和52年６月

昭和54年３月

昭和54年８月

 
平成11年６月

平成22年６月

税理士登録

公認会計士登録

河村会計税務事務所入所

（現職）

大東通商㈱ 監査役（現職）

日本光電工業㈱ 監査役
（注）４ －

平成28年６月

 
平成28年６月

同社社外取締役（監査等委

員）（現職）

当社取締役（監査等委員）

（現職）

取締役

（監査等委

員）

 田部　浩之 昭和36年５月21日

平成28年４月

平成30年４月

平成30年６月

マルハニチロ㈱ 財務部長

同社企画開発部長（現職）

当社取締役（監査等委員）

（現職）

（注）４ －

   計   5,000

 
　（注）１．取締役毛利任宏氏及び河村雅博氏は、社外取締役であります。

２．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

　　委員長　毛利任宏、委員 河村雅博、委員 田部浩之

　　なお、毛利任宏氏は、常勤の監査等委員であります。

３．平成30年６月26日開催の定時株主総会終結の時から１年間

４．平成30年６月26日開催の定時株主総会終結の時から２年間

５．当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は

次の通りであります。なお、同氏は、社外取締役の要件を満たしております。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

綾　　克己 昭和32年３月６日

平成元年４月

平成６年４月

平成16年１月

弁護士登録

ときわ総合法律事務所パートナー

大江橋法律事務所パートナー －

平成19年10月

平成28年６月

ときわ法律事務所設立パートナー（現職）

当社補欠取締役（監査等委員）（現職）
 
 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

当社の企業統治の体制は、以下のとおりです。

ア．企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は取締役の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの充実の観点から、監査等委員会制度を採用

しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く）10名、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役は２名）で取

締役会を構成しております。また、迅速な経営の意思決定のため３名の常務以上の役付取締役で構成する常務会

を原則週１回開催し、経営及び業務執行の全般について審議を行うとともに取締役会から授権された事項につい

て決定を行っております。

イ．内部統制システムの整備の状況

　内部統制システムにつきましては、取締役会をはじめとする職制を通じて、社内規程の整備や従業員の教育・

研修などを行っております。また、社内にコンプライアンス委員会・品質管理委員会を設置し、法令遵守の精神

の醸成に基づき、啓蒙活動並びに指導を行っております。

ウ．リスク管理体制の整備の状況

　経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある重要な事業上のリスクに関しては、各部署からの報告に

基づき定例取締役会及び随時開催の臨時取締役会並びに常務会にて検討しております。また、食の安心・安全、

個人情報の保護、関係法令の遵守等については、前述の各委員会等で適宜必要な措置を講じております。

エ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社グループでは、四半期毎に「関係会社報告会」を開催しており、各子会社役員から、月次業績や経営計画

の進捗状況及び業務執行状況等について報告を受け、質疑応答を行って情報の共有化を図るなど、子会社の経営

管理体制を構築しております。また、当社が定める「関係会社規程」に基づき、子会社に必要とされる稟議事項
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については、親会社である当社への事前報告を行い、当社の取締役若しくは取締役会において十分な検討を行

い、承認決裁を行うことで子会社の業務の適正を確保しております。

オ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役（監査等委員）とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低限度額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役（監査等委員）が責任の原因となった

職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

②　内部監査及び監査等委員会監査の状況

　当社は、内部監査組織として監査・品質管理室（専任５名）を設置しております。監査・品質管理室は、年間監

査計画に基づいて、各部門の法令・社内規程の遵守、リスク管理体制及び業務改善の監査を行い、経営者及び監査

等委員である取締役に報告することとしております。

　監査等委員会監査については、監査等委員会を原則月１回開催し、取締役会はじめ重要な会議に出席して、業務

執行の状況を監査するとともに、監査等委員会の定めた監査方針に基づいて、支社及び関係会社の往査を行うこと

としております。また、監査等委員会は会計監査人と連携し、往査の同行及び監査方針・監査報告の協議などを実

施することとしております。

　なお、監査等委員である取締役毛利任宏氏は、親会社であるマルハニチロ㈱においてリスク管理部門を中心に豊

富な経験と見識を積み重ねており、監査等委員である取締役河村雅博氏は、公認会計士として、企業経営に係る豊

富な経験と幅広い見識を有しており、監査等委員である田部浩之氏は、親会社であるマルハニチロ㈱において経

理・財務部門を中心に豊富な経験と見識を積み重ねており、財務、会計及び業務に関する相当程度の知見を有する

ものであります。

③　社外取締役

　監査等委員である社外取締役は２名で、１名は親会社（マルハニチロ㈱）のリスク管理部門経験者、１名は公認

会計士であります。監査等委員である社外取締役との間に取引関係その他の利害関係はありません。また、マルハ

ニチロ㈱とは商品の売買の取引があります。

　監査等委員である社外取締役につきましては、法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経験、見識等に優れた

方で、取締役とは独立の立場から監査を行っていただくために選任しております。

　社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は、定めておりません。

　なお、監査等委員会監査及び内部監査と内部統制部門との連携につきましては、前述の通りであります。

④　役員報酬等

役員区分 支給額（百万円） 支給人員（名）

取締役（監査等委員を除く。）

（社外取締役を除く。）
128 11

社外取締役（監査等委員） 16 2

合計 145 13

（注）１．上記には、平成29年６月23日開催の第71期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委

員を除く。）１名を含んでおります。

２．取締役（監査等委員を除く。）の支給額は、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。

３．上記には、無報酬の取締役（監査等委員）１名は含まれておりません。

４．取締役（監査等委員を除く。）の報酬額は、月額20百万円以内（使用人分を含まない、平成28年６月

24日定時株主総会）、監査等委員である取締役の報酬額は、月額４百万円以内（平成28年６月24日定

時株主総会）であります。

５．役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、定めておりません。

⑤　内部統制体制整備に関する取締役会の決議

　当社は監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行したことに伴い、平成28年６月24日付の取締役会にお

いて、会社法に基づく内部統制体制の整備に関し、以下の項目について決議しております。

ア．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務並びに当社及びそ

の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

イ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ウ．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

エ．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

オ．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

カ．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

キ．当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

ク．補助すべき使用人の当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

ケ．当社の監査等委員会の補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
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コ．当社の監査等委員会への報告に関する体制

サ．監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

シ．当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前

払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

ス．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

セ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

　以上により、社内の体制等を整備し、必要に応じて関連諸規程の見直しを行うこととしております。

⑥　株式の保有状況

ア．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

18銘柄　653百万円

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ※１ 530,800 371

㈱みずほフィナンシャルグループ※１ 500,000 102

一正蒲鉾㈱※２ 54,000 67

㈱マルイチ産商※２ 10,600 10

㈱魚力※２ 2,000 2

ＯＵＧホールディングス㈱※２ 2,100 0

（注）※１保有目的は金融機関との安定的取引に資するためであります。

※２保有目的は企業グループ間取引の維持強化のためであります。

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ※１ 530,800 369

㈱みずほフィナンシャルグループ※１ 500,000 95

一正蒲鉾㈱※２ 54,000 64

㈱マルイチ産商※２ 10,600 10

㈱魚力※２ 2,000 2

ＯＵＧホールディングス㈱※２、３ 210 0

（注）※１保有目的は金融機関との安定的取引に資するためであります。

※２保有目的は企業グループ間取引の維持強化のためであります。

※３ＯＵＧホールディングス株は平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の株式併合を実施して

おります。

⑦　会計監査の状況

ア．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

文倉辰永　西田俊之　猪俣雅弘（有限責任 あずさ監査法人）

イ．監査業務に係る補助者

公認会計士　６名　　その他　10名

⑧　取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は20名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨定

款に定めております。

⑨　株主総会の特別決議要件

 　 　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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⑩　取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定

款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑪　取締役会で決議できる株主総会決議事項

ア．自己の株式の取得

 　　当社は、会社法第165条第２項の規定により取締役会の決議によって市場取引等によって自己の株式を取得する

ことができる旨定款に定めております。これは、自己の株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動的

な資本政策を遂行することを目的とするものであります。

イ．取締役の責任免除

 　 　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含

む。）の会社法第423条第１項の損害賠償責任について法令に定める要件に該当した場合には、損害賠償責任額

から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めておりま

す。これは、リスクを伴う重要な意思決定を迅速かつ適正に遂行することを目的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 31 － 30 －

連結子会社 － － － －

計 31 － 30 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　当社及び連結グループの事業規模並びに業務特性等を勘案のうえ策定された監査計画を基礎として決定してお

ります。なお、決定に当たっては、監査等委員会の同意を得ております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（自平成29年４月１日至平成30年３月

31日）の連結財務諸表及び事業年度（自平成29年４月１日至平成30年３月31日）の財務諸表について、有限責任 あ

ずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、また、同機構等の行う研修等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,978 2,066

受取手形及び売掛金 7,027 6,744

商品及び製品 5,653 4,956

原材料及び貯蔵品 116 159

繰延税金資産 166 96

その他 74 65

貸倒引当金 △288 △248

流動資産合計 14,729 13,840

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 5,203 ※１ 4,754

減価償却累計額 △2,805 △2,350

建物及び構築物（純額） 2,397 2,404

機械装置及び運搬具 ※１ 560 ※１ 611

減価償却累計額 △502 △486

機械装置及び運搬具（純額） 58 125

土地 2,659 2,656

建設仮勘定 378 ※１ 648

その他 664 657

減価償却累計額 △558 △559

その他（純額） 105 98

有形固定資産合計 5,599 5,933

無形固定資産 533 510

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 984 ※２ 980

破産更生債権等 2,845 2,804

繰延税金資産 403 393

その他 84 76

貸倒引当金 △2,753 △2,761

投資その他の資産合計 1,563 1,493

固定資産合計 7,696 7,938

資産合計 22,426 21,779
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,765 3,796

短期借入金 7,230 5,890

未払法人税等 53 133

賞与引当金 6 10

その他 648 652

流動負債合計 11,704 10,483

固定負債   

退職給付に係る負債 1,203 1,129

その他 745 719

固定負債合計 1,949 1,848

負債合計 13,653 12,331

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,628 2,628

資本剰余金 1,628 1,628

利益剰余金 4,188 4,837

自己株式 △24 △24

株主資本合計 8,421 9,070

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 327 320

退職給付に係る調整累計額 22 56

その他の包括利益累計額合計 349 376

非支配株主持分 1 －

純資産合計 8,772 9,447

負債純資産合計 22,426 21,779
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 112,675 113,187

売上原価 106,192 106,801

売上総利益 6,482 6,386

販売費及び一般管理費 ※１ 6,057 ※１ 5,831

営業利益 425 554

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 27 32

持分法による投資利益 19 11

その他 25 21

営業外収益合計 73 65

営業外費用   

支払利息 29 31

その他 3 1

営業外費用合計 32 33

経常利益 466 586

特別利益   

固定資産売却益 0 0

受取補償金 ※２ 35 ※２ 360

国庫補助金 17 19

特別利益合計 53 380

特別損失   

固定資産処分損 ※３ 34 ※３ 6

減損損失 ※４ 45 －

固定資産圧縮損 17 19

その他 0 －

特別損失合計 97 25

税金等調整前当期純利益 422 941

法人税、住民税及び事業税 60 131

法人税等調整額 △568 67

法人税等合計 △508 198

当期純利益 930 742

非支配株主に帰属する当期純利益 1 0

親会社株主に帰属する当期純利益 929 742
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益 930 742

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 94 △7

退職給付に係る調整額 13 34

その他の包括利益合計 ※ 107 ※ 27

包括利益 1,037 770

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,036 769

非支配株主に係る包括利益 1 0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,628 1,628 3,354 △23 7,587

当期変動額      

剰余金の配当   △94  △94

親会社株主に帰属する
当期純利益

  929  929

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 834 △0 834

当期末残高 2,628 1,628 4,188 △24 8,421

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 233 9 243 0 7,830

当期変動額      

剰余金の配当     △94

親会社株主に帰属する
当期純利益

    929

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

93 13 106 1 107

当期変動額合計 93 13 106 1 942

当期末残高 327 22 349 1 8,772
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,628 1,628 4,188 △24 8,421

当期変動額      

剰余金の配当   △94  △94

親会社株主に帰属する
当期純利益

  742  742

自己株式の取得    △0 △0

連結子会社株式の取得
による持分の増減

 0   0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － 0 648 △0 648

当期末残高 2,628 1,628 4,837 △24 9,070

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 327 22 349 1 8,772

当期変動額      

剰余金の配当     △94

親会社株主に帰属する
当期純利益

    742

自己株式の取得     △0

連結子会社株式の取得
による持分の増減

    0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△6 34 27 △1 25

当期変動額合計 △6 34 27 △1 674

当期末残高 320 56 376 － 9,447
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 422 941

減価償却費 295 324

減損損失 45 －

受取補償金 △35 △360

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46 △31

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △119 △24

受取利息及び受取配当金 △28 △32

支払利息 29 31

売上債権の増減額（△は増加） 198 324

たな卸資産の増減額（△は増加） △789 653

仕入債務の増減額（△は減少） 0 30

その他 151 41

小計 217 1,898

利息及び配当金の受取額 34 38

利息の支払額 △29 △31

収用補償金の受取額 － 395

法人税等の支払額 △56 △56

営業活動によるキャッシュ・フロー 167 2,244

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △949 △726

有形及び無形固定資産の売却による収入 1 0

その他 79 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △868 △708

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 480 △1,340

配当金の支払額 △94 △94

その他 △17 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー 368 △1,448

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △333 87

現金及び現金同等物の期首残高 2,312 1,978

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,978 ※ 2,066
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 2社

主要な連結子会社の名称

　「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

(2）主要な非連結子会社名

大都サービス㈱

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社である大都サービス㈱は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数 1社

主要な会社名

　船橋魚市㈱

(2）持分法を適用していない非連結子会社大都サービス㈱及び関連会社㈱船橋魚類は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ取引

 時価法

③ たな卸資産

ａ　商品

主として個別原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

ｂ　製品、原材料及び貯蔵品

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

  定率法

　 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法

　 主な耐用年数　　建物及び構築物　　３～50年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法

 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等については財務内容評価法に基づいて計上しております。
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② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費

用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

(5）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている金銭債権債務については、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…売掛金及び買掛金

③ ヘッジ方針

 為替予約取引については、外貨建売掛債権及び一部魚種の代金に振当てる用途に限定する方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 振当処理によっているため省略しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び３ヶ月以内に満期日の到来する流動性が高い、容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動に僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲に含めております。

(7）消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいて

はTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平成29年12

月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する

包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

平成34年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、区分掲記していた「営業外収益」の「償却債権取立益」は、金額的重要性が低下したた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「償却債権取立益」11百万

円、「その他」13百万円は、「その他」25百万円として組替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「受取補償金」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた116百万円は、「受取補償金」△35百万円、「その他」151百万円として組み替えておりま

す。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の取得価額から直接減額した圧縮記帳額

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

建物及び構築物 10百万円 30百万円

機械装置及び運搬具 6 6

建設仮勘定 － 1,310

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券（株式） 244百万円 249百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
　　至 平成29年３月31日）

　当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
　　至 平成30年３月31日）

販売諸掛 380百万円 341百万円

保管料及び運搬費 1,166 1,158

市場使用料 367 366

完納・出荷奨励金 203 200

給料及び賞与 1,963 1,916

賞与引当金繰入額 △0 4

退職給付費用 156 154

減価償却費 170 190

貸倒引当金繰入額 52 △31

 

※２　受取補償金の内容は、以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　原発事故による東京電力㈱からの補償金であります。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　原発事故による東京電力㈱からの補償金29百万円及び市街地再開発事業に伴う「勝どき東地区市街地再開発組

合」からの家賃地代減収補償等330百万円であります。

※３　固定資産処分損の内容は、以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　老朽社宅の取り壊し処分費用33百万円他であります。
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　老朽社宅の取り壊し処分費用３百万円他であります。

※４　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　　　前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

場所 用途 種類

東京都世田谷区 社宅 建物及び構築物

　当社グループは、原則として、事業用資産については継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を基

礎としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　前連結会計年度において、老朽社宅の建て直しに伴い廃棄される予定の資産について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（45百万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物45百万円及び

構築物０百万円であります。

　なお、回収可能価額は、廃棄のため使用価値をゼロとして算定しております。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 135百万円 △10百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 135 △10

税効果額 △41 2

その他有価証券評価差額金 94 △7

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 10 31

組替調整額 12 18

税効果調整前 22 49

税効果額 △9 △15

退職給付に係る調整額 13 34

その他の包括利益合計 107 27

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 31,622,740 － － 31,622,740

合計 31,622,740 － － 31,622,740

自己株式     

普通株式（注） 134,893 2,880 － 137,773

合計 134,893 2,880 － 137,773

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加2,880株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 94 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 94  利益剰余金 3.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１．２． 31,622,740 － 28,460,466 3,162,274

合計 31,622,740 － 28,460,466 3,162,274

自己株式     

普通株式（注）１．３．

４．
137,773 120 123,996 13,897

合計 137,773 120 123,996 13,897

（注）１　当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２　普通株式の発行済株式総数の減少28,460,266株は株式併合によるものであります。

３　普通株式の自己株式の株式数の増加120株は、株式併合に伴う端数株式の買取りによる増加58株及び単元未満

株式の買取りによる増加62株（株式併合前－株、株式併合後62株）によるものであります。

４　普通株式の自己株式の株式数の減少123,996株は株式併合によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 94 3.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月26日

定時株主総会
普通株式 94  利益剰余金 30.00 平成30年３月31日 平成30年６月27日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
 　 至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
 　 至 平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 1,978百万円 2,066百万円

現金及び現金同等物 1,978百万円 2,066百万円
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを

回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債権

は、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

また、取引先企業に対し長期の貸付を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのも

のについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしております。短期借

入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、そのほとんどが１ヶ月以内の返済期限であります。

なお、ファイナンス・リース取引に係るリース債務には、重要性はありません。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価

方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項(5)重要

なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権及び破産更生債権等について、計算部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。連結子会社についても、同様の管理を行っております。

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん

どないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を利用して

ヘッジしております。また、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握しております。

　為替予約取引は、営業担当部署で実行し、海外室及び総務部で管理しております。なお、取引限度額を仕入及

び販売予定の成約済輸出入外貨代金を限度とする方針であります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき総務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
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前連結会計年度（平成29年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,978 1,978 －

(2）受取手形及び売掛金 7,027   

貸倒引当金（※） △226   

 6,801 6,801 －

(3）投資有価証券 631 631 －

(4）破産更生債権等 2,845   

貸倒引当金（※） △2,753   

 92 92 －

　資産計 9,503 9,503 －

(1）支払手形及び買掛金 3,765 3,765 －

(2）短期借入金 7,230 7,230 －

　負債計 10,955 10,995 －

　　 ※ 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,066 2,066 －

(2）受取手形及び売掛金 6,744   

貸倒引当金（※） △216   

 6,527 6,527 －

(3）投資有価証券 622 622 －

(4）破産更生債権等 2,804   

貸倒引当金（※） △2,761   

 43 43 －

　資産計 9,258 9,258 －

(1）支払手形及び買掛金 3,796 3,796 －

(2）短期借入金 5,890 5,890 －

　負債計 9,686 9,686 －

　　 ※ 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された

価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券

関係」をご参照下さい。

(4) 破産更生債権等

　担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は、決算日における

貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としており

ます。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非上場株式 353 358

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（3）投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超５年以内
 (百万円）

５年超10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 1,978 － － －

受取手形及び売掛金 6,801 － － －

合計 8,779 － － －

(注) 受取手形及び売掛金のうち個別引当金計上分及び破産更生債権等については、償還予定が見込めないた

め記載しておりません。

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超５年以内
 (百万円）

５年超10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 2,066 － － －

受取手形及び売掛金 6,527 － － －

合計 8,593 － － －

(注) 受取手形及び売掛金のうち個別引当金計上分及び破産更生債権等については、償還予定が見込めないた

め記載しておりません。

 

４. 有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,230 － － － － －

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 5,890 － － － － －

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

区分
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 631 157 474

小計 631 157 474

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

株式 － － －

小計 － － －

合計 631 157 474

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　108百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（平成30年３月31日）

区分
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 622 157 464

小計 622 157 464

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

株式 － － －

小計 － － －

合計 622 157 464

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　108百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

　（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

　（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,344百万円 1,203百万円

勤務費用 69 63 

利息費用 6 5 

数理計算上の差異の発生額 △10 △31 

退職給付の支払額 △207 △112 

退職給付債務の期末残高 1,203 1,129 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 1,203百万円 1,129百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,203 1,129 

     

退職給付に係る負債 1,203 1,129 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,203 1,129 
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(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

　（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

　（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

勤務費用 69百万円 63百万円

利息費用 6 5 

数理計算上の差異の費用処理額 12 18 

確定給付制度に係る退職給付費用 88 87 

 

(4) 退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

　（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

　（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

数理計算上の差異 △22百万円 △49百万円

合　計 △22 △49 

 

(5) 退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △31百万円 △81百万円

合　計 △31 △81 

 

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

割引率 0.5％ 0.5％

 

３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度77百万円、当連結会計年度75百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 371百万円 348百万円

貸倒引当金 923  913

税務上の繰越欠損金 425  301

その他 56  33

繰延税金資産小計 1,777  1,597

評価性引当額 △1,060  △963

繰延税金資産合計 716  633

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △146  △143

繰延税金負債合計 △146  △143

繰延税金資産（負債）の純額 569  490

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。
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前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 166百万円 96百万円

固定資産－繰延税金資産 403  393

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.86％  30.86％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.21  1.28

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.77  △0.42

住民税均等割 1.16  0.51

評価性引当額 △150.74  △10.40

持分法投資損益 △1.40  △0.38

その他 △1.73  △0.40

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △120.42  21.05

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション・オフィスビル等（土地を

含む。）を有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は155百万円（賃貸収益は

売上高に、賃貸費用は売上原価に計上しております。）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に

関する賃貸損益は150百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上しております。）、受取補償金は

330百万円（特別利益に計上しております。）であります。

　　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 2,276 3,380

 期中増減額 1,104 16

 期末残高 3,380 3,396

期末時価 5,328 5,127

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は事業用資産からの転用（1,163百万円）であり、主な減少

額は減価償却費（83百万円）であります。当連結会計年度の主な増加額は賃貸用マンションの新規建設(487

百万円)であり、主な減少額は市街地再開発事業に伴う権利変換（381百万円）及び減価償却費(82百万円)で

あります。

３．期末の時価は、主として「路線価」に基づいて自社で算定した金額であります。

４．当連結会計年度における勝どき東地区第一種市街地再開発事業は、住宅を中心に、オフィス・商業施設・公

共公益施設等を開発するものであり、現在開発中であることから時価を把握することが極めて困難であるた

め、期末残高には含めておりません。（連結貸借対照表計上額317百万円）
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。当社グループは、「水産物卸売」、「不動産賃貸」及び「水産物その他」の３報告

セグメントとしております。

(1)事業セグメントを識別するために用いた方法

　基本的に会社別、製品・サービス別に識別しており、水産物の販売については卸売市場法及び関連条例

等の規制環境を組み合わせて識別しております。

(2)集約した事業セグメント

　「水産物卸売」に当社の「卸売市場における水産物の売買・販売の受託を基本とした卸売」を集約して

おります。

　「不動産賃貸」に当社の「オフィスビル・マンション等の賃貸」及び㈱築地フレッシュ丸都の「配送セ

ンターの賃貸」を集約しております。

　「水産物その他」に丸都冷蔵㈱の「水産物の冷蔵、加工及び販売」、㈱築地フレッシュ丸都の「水産物

の加工及び販売」を集約しております。

(3)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　「水産物卸売」　　水産物の卸売（卸売市場を経由する水産物を主とする）

　「不動産賃貸」　　不動産の賃貸

　「水産物その他」　水産物の冷蔵、加工及び販売

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

   （単位：百万円）

 水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計

売上高     

外部顧客への売上高 105,461 348 6,864 112,675

セグメント間の内部売上高又は振替高 783 23 1,287 2,094

計 106,245 371 8,152 114,769

セグメント利益 219 155 50 425

セグメント資産 16,918 3,380 2,127 22,426

その他の項目     

減価償却費 161 83 50 295

持分法適用会社への投資額 234 － － 234

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 722 1,187 41 1,952

 
 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

   （単位：百万円）

 水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計

売上高     

外部顧客への売上高 104,921 331 7,934 113,187

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,073 25 1,412 2,511

計 105,994 356 9,346 115,698

セグメント利益 352 150 52 554

セグメント資産 15,759 3,713 2,306 21,779

その他の項目     

減価償却費 180 82 61 324

持分法適用会社への投資額 239 － － 239

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 125 480 158 764
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高

前連結会計年度

（自 平成28年４月１日

   至 平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成29年４月１日

   至 平成30年３月31日）

報告セグメント計 114,769 115,698

セグメント間取引消去 △2,094 △2,511

連結財務諸表の売上高 112,675 113,187

 

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
1,952 764 △1,163 － 788 764

（注）調整額は、用途変更に伴うセグメント間の振替によるものであります。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計

外部顧客への売上高 105,461 348 6,864 112,675

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計

外部顧客への売上高 104,921 331 7,934 113,187

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

    （単位：百万円）

 水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計

減損損失 45 － － 45

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）
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該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

　１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
マルハニチ
ロ㈱

東京都
江東区

20,000 水産物販売
（被所有）
直接   32.8
間接   17.7

商品の売買
役員の兼任
等

商品仕入
商品売上

10,195
1,983

買掛金
売掛金

960
327

　（注）１．商品売上及び仕入については、一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定しております。

　　　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 

当連結会計年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
マルハニチ
ロ㈱

東京都
江東区

20,000 水産物販売
（被所有）
直接   32.8
間接   17.7

商品の売買
商品仕入
商品売上

10,741
1,679

買掛金
売掛金

529
103

　（注）１．商品売上及び仕入については、一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定しております。

　　　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 

 ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

マルハニチロ㈱（東京証券取引所に上場）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。

（開示対象特別目的会社関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

 
１株当たり純資産額 2,785円81銭

１株当たり当期純利益 295円14銭
 

 
１株当たり純資産額 3,000円64銭

１株当たり当期純利益 235円92銭
 

　(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　 ２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお

ります。
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３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 929 742

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 929 742

普通株式の期中平均株式数（株） 3,148,652 3,148,462

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,230 5,890 0.40 －

１年以内に返済予定のリース債務 12 3 － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 4 1 － 平成31年～32年

合計 7,246 5,894 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 0 0 － －

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 26,813 54,853 88,999 113,187

税金等調整前四半期（当期）純利益

（百万円）
220 260 625 941

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益（百万円）
144 171 422 742

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
46.02 54.34 134.17 235.92

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益（円） 46.02 8.33 79.83 101.75

(注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っており、当連結会計年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,927 2,006

受取手形 133 51

売掛金 ※１ 6,484 ※１ 6,231

商品 5,081 4,580

前払費用 3 6

短期貸付金 ※１ 550 ※１ 400

繰延税金資産 158 88

その他 48 34

貸倒引当金 △288 △248

流動資産合計 14,099 13,151

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,271 2,234

構築物 19 41

土地 2,603 2,600

建設仮勘定 378 ※２ 648

リース資産 15 4

その他 ※２ 97 ※２ 91

有形固定資産合計 5,386 5,620

無形固定資産   

借地権 59 59

ソフトウエア 460 439

その他 6 6

無形固定資産合計 527 505

投資その他の資産   

投資有価証券 663 653

関係会社株式 125 126

破産更生債権等 2,789 2,751

開設者預託保証金 34 31

繰延税金資産 397 403

保証金 2 2

その他 42 35

貸倒引当金 △2,727 △2,735

投資その他の資産合計 1,325 1,269

固定資産合計 7,240 7,395

資産合計 21,339 20,546
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

受託販売未払金 ※１ 326 ※１ 408

買掛金 ※１ 3,243 ※１ 3,079

短期借入金 7,000 5,700

リース債務 12 3

未払金 43 26

未払費用 ※１ 295 ※１ 322

未払法人税等 44 114

その他 206 171

流動負債合計 11,171 9,825

固定負債   

預り保証金 664 653

リース債務 4 1

退職給付引当金 1,160 1,138

その他 62 50

固定負債合計 1,892 1,843

負債合計 13,063 11,669

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,628 2,628

資本剰余金   

資本準備金 1,627 1,627

資本剰余金合計 1,627 1,627

利益剰余金   

利益準備金 494 494

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 3,239 3,848

利益剰余金合計 3,734 4,342

自己株式 △24 △24

株主資本合計 7,966 8,574

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 309 302

評価・換算差額等合計 309 302

純資産合計 8,275 8,877

負債純資産合計 21,339 20,546
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 ※２ 106,608 ※２ 106,343

売上原価 ※２ 100,912 ※２ 100,748

売上総利益 5,696 5,595

販売費及び一般管理費 ※１ 5,338 ※１ 5,100

営業利益 358 494

営業外収益   

受取利息 ※２ 4 ※２ 4

受取配当金 ※２ 34 ※２ 38

その他 21 15

営業外収益合計 59 58

営業外費用   

支払利息 27 28

その他 3 1

営業外費用合計 30 30

経常利益 387 522

特別利益   

受取補償金 ※３ 35 ※３ 360

国庫補助金 6 －

特別利益合計 41 360

特別損失   

減損損失 45 －

固定資産処分損 ※４ 34 ※４ 5

固定資産圧縮損 6 －

その他 0 －

特別損失合計 86 5

税引前当期純利益 342 877

法人税、住民税及び事業税 49 108

法人税等調整額 △559 66

法人税等合計 △509 175

当期純利益 851 702

 

【不動産賃貸収入原価明細書】

科目

前事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１　賃借料 18 8.7 18 9.0

２　租税公課 32 15.1 38 18.7

３　減価償却費 108 50.5 106 51.5

４　その他 55 25.7 42 20.8

　　　計 215 100.0 206 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余

金合計
 繰越利益

剰余金

当期首残高 2,628 1,627 494 2,482 2,976 △23 7,209

当期変動額        

剰余金の配当    △94 △94  △94

当期純利益    851 851  851

自己株式の取得      △0 △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － 757 757 △0 757

当期末残高 2,628 1,627 494 3,239 3,734 △24 7,966

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 220 220 7,430

当期変動額    

剰余金の配当   △94

当期純利益   851

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

88 88 88

当期変動額合計 88 88 845

当期末残高 309 309 8,275
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余

金合計
 繰越利益

剰余金

当期首残高 2,628 1,627 494 3,239 3,734 △24 7,966

当期変動額        

剰余金の配当    △94 △94  △94

当期純利益    702 702  702

自己株式の取得      △0 △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － 608 608 △0 608

当期末残高 2,628 1,627 494 3,848 4,342 △24 8,574

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 309 309 8,275

当期変動額    

剰余金の配当   △94

当期純利益   702

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△6 △6 △6

当期変動額合計 △6 △6 601

当期末残高 302 302 8,877
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

個別原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法

 主な耐用年数

　　建物及び構築物           ３～50年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法

 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に

ついては財務内容評価法に基づいて計上しております。

(2) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生し

ていると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費

用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

６．重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている金銭債権債務については、振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約取引

　ヘッジ対象…売掛金及び買掛金

(3) ヘッジ方針

 為替予約取引については、外貨建売掛債権及び一部魚種の代金に振当てる用途に限定する方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

 振当処理によっているため省略しております。
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７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期金銭債権 996百万円 815百万円

短期金銭債務 1,123 619

 

※２　有形固定資産の取得価額から直接減額した圧縮記帳額

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

機械装置及び運搬具（有形固定資産の「その他」） 6百万円 6百万円

建設仮勘定 － 1,310

 

 

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度69％、当事業年度70％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度31％、当事業年度30％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当事業年度
（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

販売諸掛 263百万円 237百万円

運搬費 776 756

保管料 274 290

市場使用料 367 366

売買参加者交付金 138 136

出荷奨励金 64 64

役員報酬 130 145

従業員給料手当 1,461 1,397

従業員賞与 237 251

退職給付費用 146 147

厚生費 394 371

減価償却費 161 180

貸倒引当金繰入額 52 △31

 

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 3,005百万円 2,970百万円

仕入高 12,366 13,039

営業取引以外の取引による取引高 11 11

 

※３　受取補償金の内容は、以下のとおりであります。

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　原発事故による東京電力㈱からの補償金であります。
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　原発事故による東京電力㈱からの補償金29百万円及び市街地再開発事業に伴う「勝どき東地区市街地再開発組

合」からの家賃地代減収補償等330百万円であります。

※４　固定資産処分損の内容は、以下のとおりであります。

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　老朽社宅の取り壊し処分費用33百万円他であります。

 

当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　老朽社宅の取り壊し処分費用３百万円他であります。

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

子会社株式 25 26

関連会社株式 100 100

合　　計 125 126

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

 

 

当事業年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 355百万円 348百万円

貸倒引当金 923  913

税務上の繰越欠損金 424  301

その他 50  25

繰延税金資産小計 1,753  1,590

評価性引当額 △1,060  △963

繰延税金資産合計 692  626

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △136  △133

繰延税金負債合計 △136  △133

繰延税金資産（負債）の純額 556  492

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

 

 

当事業年度

（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.86％  30.86％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.45  1.21

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.48  △0.66

住民税均等割 1.19  0.46

評価性引当額 △181.40  △11.15

その他 △0.60  △0.77

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △148.98  19.95

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却

累計額

有形

固定資産

建物 2,271 445 377 104 2,234 1,838

構築物 19 25 1 2 41 28

土地 2,603 － 3 － 2,600 －

建設仮勘定 378 1,627
1,357

[1,310]
－ 648 －

リース資産 15 － － 11 4 38

その他 97 32 1 38 91 555

計 5,386 2,131
1,741

[1,310]
156 5,620 2,461

無形

固定資産

借地権 59 － － － 59 －

ソフトウエア 460 108 － 130 439 276

その他 6 － 0 － 6 －

計 527 108 0 130 505 276

（注）１．「当期減少額」欄の［　］は内数で、当期の収用等による圧縮記帳額であります。

２．有形固定資産における「建物」、「構築物」及び「その他」の「当期増加額」は、賃貸用マンションの新規建

築等によるものであります。

３．有形固定資産における「建設仮勘定」の「当期増加額」並びに「建物」、「構築物」、「土地」及び「建設仮

勘定」の「当期減少額」は、市街地再開発事業に伴う賃貸用マンションの権利変換及び収用等による圧縮等に

よるものであります。

４．無形固定資産における「ソフトウエア」の「当期増加額」は、新業務システムの改修等によるものでありま

す。

 

【引当金明細表】

(単位：百万円)

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 3,016 46 77 2,984

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

　（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

　（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告といたします。ただし、事故その他やむ

を得ない事由によって電子公告による公告を行うことができない場合

は、日本経済新聞に掲載いたします。当社の公告掲載のURLは次のとおり

であります。http://www.daitogyorui.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の

権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第71期）（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月23日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月23日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第72期第１四半期）（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）平成29年８月７日関東財務局長に提出

（第72期第２四半期）（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）平成29年11月６日関東財務局長に提出

（第72期第３四半期）（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）平成30年２月５日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成29年６月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

平成30年３月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成30年６月26日

大都魚類株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 文倉　辰永　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　俊之　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 猪俣　雅弘　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大都魚類株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大都

魚類株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大都魚類株式会社の平成30年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、大都魚類株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成30年６月26日

大都魚類株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 文倉　辰永　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　俊之　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 猪俣　雅弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大都魚類株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大都魚類

株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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